
 11月26日、千葉私教連が全教、千葉労連などと合同で教育全

国署名を県議会議長あてに提出、県当局に要請をおこないました。 

 公私共同の署名集約数は45153筆でした。 

 

学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 
 

 

 

 

 

 全国私教連が11月29日（月）におこなった学費滞納調査の文科

省記者発表を受けて、青森私教連は12月1日（水）に県独自の記者

発表をおこないました。翌日に「陸奥新報」「東奥日報」「デーリー東

北」の地元3紙が報道し、翌日には毎日新聞が報じました。 

 いずれも「学費滞納率1.44％」「全国の3倍」「全国ワースト２位」

などの見出しを掲げ、岩手、青森の厳しい状況を報じています。齋藤

委員長、蒔苗書記長の「手厚い支援制度を国や県に求めたい」「青森だ

けでなく東北全体で底上げを図り、状況を改善したい」との発言を引

用しています。 

 全国私教連の記者発表でも、全国の調査結果は過去最少だったがア

ルバイトや進路変更などの影響がうかがえる、という指摘に質問が続

いていました。共同通信が配信していると思いますので、地方紙に掲

載されていましたら、コピーを送ってください。 
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